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1.  平成25年3月期の業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 25,837 △2.0 225 △22.1 262 △18.5 147 △15.3
24年3月期 26,375 1.7 289 30.9 321 30.1 174 20.0

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 28.99 ― 3.3 3.7 0.9
24年3月期 34.90 ― 4.0 5.0 1.1

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  18百万円 24年3月期  14百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 7,008 4,550 64.9 894.03
24年3月期 7,088 4,465 63.0 877.03

（参考） 自己資本   25年3月期  4,550百万円 24年3月期  4,465百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 485 △768 △78 2,348
24年3月期 406 △143 25 2,710

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 61 34.4 1.4
25年3月期 ― 0.00 ― 12.00 12.00 61 41.4 1.4
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 12.00 12.00 ―

3. 平成26年 3月期の業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 13,523 8.9 115 28.2 132 18.4 80 16.8 15.77
通期 28,130 8.9 362 60.6 389 48.7 235 59.8 46.34



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）当事業年度より減価償却方法の変更を行っており、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合」に該当しております。詳
細は、22ページ４．財務諸表（５）財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 5,500,000 株 24年3月期 5,500,000 株
② 期末自己株式数 25年3月期 409,776 株 24年3月期 408,799 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 5,090,949 株 24年3月期 4,994,808 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく監査手続は終了しておりま 
せん。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化 
等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項については７ページを参照してください。 
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(1）経営成績に関する分析 

 当事業年度における我が国経済は、各事業会社が誠実に社業に取り組んでいるものの結果が残せない状況が続きま

した。概ね、輸出関連事業は弱電を筆頭に厳しく、内需向け事業はそこそこ、しかし、コンビニは良いものの、GMS

は不振、食品スーパーも激しい競争を余儀なくされる等、小売業だけでなくメーカーにおいても中小企業は苦境が続

きました。 

 12月に安倍政権が発足し、期待と自らもやらねばならぬと、日本中の経済界の空気は一転。年を新たに第４四半期

になると、日本経済が復活する最後のチャンスではないかとの機運が経済界全体に出てきて、実体経済はまだ先のこ

とですが、株価が上がって活発な経済活動が行われるようになりました。 

 当社の事業を取り巻く環境としましては、まず卸売市場外流通業者との競合があります。しかし、花は見るものゆ

え、花き市場で取り扱っている花きは、産地・品目・品種・グレード別で１日あたり１万５千アイテムもあり、年間

新品種も５千をくだりません。農林水産省のデータによれば、インターネットと物流網が発達し、流通が変化をする

中にあっても、日本の花き流通における市場外流通は、流通全体の14％のみとなっており、輸入切花を含めほとんど

の切花が、また鉢物・苗物の80％以上が卸売市場に出荷され、卸売市場を通じ、小売店から消費者に届けられていま

す。 

 次に花の供給ですが、国内の花き生産は、高齢化と伴にわずかに減少しており、リーマンショック後、３～５％出

荷量が少なくなっています。それを補うようにコロンビア、ケニア、タイ、マレーシア、台湾等から、すでに国際商

品になっているカーネーション、バラ、洋ラン、スプレー菊、葉物等が、専門商社を通じ市場出荷されました。円高

もあって10％近く輸入量は増えました。 

 しかし、当第４四半期、為替は円安に振れ、１年の最大需要期である３月には桜が早く咲く等温暖で、国産の花き

の出荷が予定外に多く、市況は軟調となりました。現地の人件費アップ、円安等で仕入高となっている輸入商社の経

営に大打撃を与えました。リーマンショック後、続いていた国産の花の生産減を輸入花で補う構図が崩れて平成24年

度を終えました。 

 最後に花の小売における変化です。生鮮４品のうち、今まで肉・魚・青果を取り扱っている量販店は多かったので

すが、花も扱うところが増えました。スーパーが花を扱うようになったのは、お客様への利便性の提供のためもあり

ますが、花束加工業者が増えたためです。平成24年度は花束加工業者の出荷能力と量販店の花売り場面積が、ちょう

ど均衡したか、少し加工業者の能力の方が多いか、というところまできました。このことはスーパーでの売れ筋であ

るお供えの花束、季節の花束の花の価格が、卸売市場において弱含みで推移していることでわかります。量販店、花

束加工業者の花の取扱いが増え、街の小売店、家族経営の専門店の減少が目立つようになったのが、当事業年度の特

徴でした。この傾向は地方都市の市場に打撃を与えました。 

 当社はこのような状況の中、都市部に最も近い花の流行を創り出す卸売市場として、また主に東日本の中央中核花

き市場として、集荷・販売・物流に努めました。その手法は、まず、踏み込んだ産地との取り組みと契約取引があり

ます。そして、セリ前のインターネット受発注システム、セリ場でのセリ取引と在宅セリシステムによる取引によっ

て、24時間花の取引ができる場を提供したこと、さらに、場内物流の整備だけではなく、お客様である国内各地の地

方市場等と利便性の高い物流ネットワークを構築すべく、地方市場等がセリ取引を開始する前までに花が届くように

輸送会社と協力関係を構築したことがあります。 

 第１四半期から第３四半期の売上は概ね順調に推移しましたが、第４四半期は天候に振り回されました。予報にあ

わせて開花コントロールをしていたものの、３月の異例の暖かさで、開花が進み、小売店が売る前に出荷物が積まれ

ダブつき、需要期であるにもかかわらず当社始まって以来の安値となって平成24年度を終えました。 

 このような結果、当事業年度（平成24年４月～平成25年３月）の業績は、売上高 千円（前年同期比

％減）となり、内訳をみますと、切花の取扱高 千円（同 ％減）、鉢物の取扱高 千円（同

％増）、付帯業務収益 千円（同 ％増）となりました。利益につきましては、営業利益 千円（同

％減）、経常利益 千円（同 ％減）、当期純利益 千円（同 ％減）と減収減益となりまし

た。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析

25,837,861 2.0

23,699,922 2.5 2,021,720 3.8

116,219 5.3 225,468

22.1 262,254 18.5 147,597 15.3
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    切花、鉢物に関する品目別の概況は次の通りです。 
  

   
・輪菊のうち主力の白菊は、生育時期の寒さや原油高による加温不足によって、４月の入荷量が前年に比べ少なくなり

ました。そのため品薄高となり前年を大きく上回る販売金額となりました。５月に入っても品薄高の状態は続きました

が、６月以降は一転しました。業務・小売需要の落ち込みにより在庫を抱える販売先も多く、加えて例年より作付けが

多かったことで相場は低迷しました。また、８月向けに作付けしたものが早めに開花し、７月中に出荷されたことで入

荷量はさらに増加、価格を支えることができませんでした。８月は、７月に前倒しで出荷されたために品薄となり、お

盆需要などによる引き合いが強まりました。９月上旬にかけては、お彼岸需要により高めの相場となりましたが、需要

期が明けると安値で推移しました。12月は、中旬までは不足感によって、下旬にかけては年末需要によって、相場を崩

すことなく安定した販売となりました。１月も業務需要などがよく動き、堅調な相場が続きました。２月は作付けが少

ないこともあり、入荷量は前年を下回りました。価格は、前年の２月は高騰したため、それと比べると安値となってい

ますが、例年に比べるとやや高めだったといえます。３月はお彼岸を中心とした需要期がありますが、業務需要が少な

いことなどが影響し、下旬にかけて特に低迷しました。 

・小菊は、前年の４月から５月にかけて、震災の影響で相場が低迷したため、出荷を調整する産地もあり、入荷量は減

少しました。そのため、前年と比較すると今年の４月から５月の入荷量は増加しましたが、これは例年並の水準と言え

ます。７月は生育良く開花が進むこととなり、８月のお盆向けに作付けされたものも７月中に出荷されたことで、前年

を上回る潤沢な入荷となり、相場は低迷しました。８月は、７月中に出荷されたためものがあり全体の入荷量は減少、

お盆需要期を中心に引き合いが強まりました。干ばつ、高温が続いたことでお彼岸においても品薄の状況が続きまし

た。秋から冬にかけても、主力産地にて生育時期に台風被害があったことで出荷が減少しました。この状態は12月から

１月にかけても続き、特に年末の需要期などには品薄高で推移しました。しかし２月には例年並の入荷量に戻ったこと

と、仏花需要の低迷により、引き合いは弱まりました。３月はお彼岸の需要が中心で、生育・品質とも良いものが入荷

しました。しかし２月から続く相場の低迷を脱することができず、またお彼岸が明けてもなお多くの入荷があったこと

で、下旬にかけていっそう厳しい販売状況となりました。 

・スプレー菊は、春先にかけて前年を上回る入荷量となりましたが、白菊の品薄を受け業務需要を中心に白系の引き合

いが強く、価格を大きく崩すことはありませんでした。夏にかけては、特にお盆・お彼岸の需要期に、国内産地からの

入荷が少なく、加えて海外主力産地からの入荷も減少したため、前年を上回る相場となりました。10月11月は前年に比

べ入荷量が増加しましたが、需要も乏しいことで厳しい販売状況となりました。12月は生育期に台風被害を受けた産地

があったためやや少なめの入荷となったこと、小菊の品薄に引っ張られたことにより、引き合いが強まりました。１月

以降も堅調な相場は続きましたが、２月に入ると業務需要による引き合いがある白系を除き、全体的に低迷しました。

３月の彼岸需要期も低迷相場は続き、小菊同様厳しい販売となりました。 
  

  
・洋ラン類では、デンファレが、前年に発生した海外主力産地における洪水の影響が残っていることで、４月から５

月にかけての入荷量は前年より少なくなりました。そのため品薄感から前年を上回る価格で推移しました。６月に入

り、入荷量が徐々に回復すると価格も落ち着きましたが、色によっては不足感が続きました。夏場は前年並みか、そ

れをやや上回る入荷量となり、お盆・お彼岸を中心とした取引となりました。11月から12月にかけては、前年、海外

主力産地にて洪水が発生した時期です。これにより、前年は入荷量が大幅に減少したため、それと比較すると本年の

入荷量は増加しています。１月以降は、円安や旧正月の影響で、輸入品の入荷がやや不安定となりました。需要も乏

しく相場も低迷しました。オンシジュームは価格の取れる品種に生産が移行しております。そのため相場は上昇傾向

にあるものの、８月後半から９月、10月前半にかけては、入荷量が前年に比べ大幅に増加したために価格が下落しま

した。１月には下位等級品が中心で、上位等級品には不足感がありました。またデンファレ同様に旧正月などの影響

から輸入品の入荷が不安定となることもありました。 

 切花        

        

 キク類  売上金額 千円4,966,118  （前年同期比 ％減） 3.4

   取扱数量 千本104,851  （  同   ％減） 0.4

 洋ラン・バラ・カーネーション  売上金額   千円5,789,768  （前年同期比 ％減） 3.2

   取扱数量 千本95,896  （  同   ％増） 0.3
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・バラは、４月と５月は前年並みの入荷量でしたが、価格が前年に比べ上昇したため、販売金額も前年を上回りまし

た。これは、前年は震災後の自粛ムードによりイベントやブライダルといった需要が減少しましたが、本年は例年並に

回復したことなどによります。夏には暑さのため、生産が減少しますが、特に上位等級品について不足感がありまし

た。しかし日持ちの面から買い手も敬遠ぎみで、相場は低迷しました。９月も暑さが続いたことで、需要・供給ともに

低迷、前年を下回る販売が続きました。10月を過ぎ、ようやく気温が下がると、数量・品質ともに回復に向かい、需要

面でもブライダルや小売専門店のバラフェアーなどによる動きが活発になりました。12月は、中旬まではクリスマス需

要により赤系は堅調でしたが、クリスマスの需要期が明けると販売に苦戦しました。１月から２月にかけては冷え込み

が厳しいことに加え、暖房費の値上がりの影響から、入荷量は落ち込みました。販売面では、３年前より業界を挙げて

取り組んでいる販促活動「フラワーバレンタイン」が、都市部を中心に次第に認知されてきたことで、バレンタイン需

要は例年より活発でした。 

・カーネーションのうち、スタンダードタイプのものは、母の日に予想を上回る入荷量となりました。これは、前年が

好相場だったことで、期待感が大きかったことなどによります。しかし、入荷量の増加に加え、品質にばらつきが見ら

れたことで価格は下落しました。輸入品は夏にかけても品質の低下があり、量・価格ともに影響しました。秋以降、産

地が切り替わり品質の良いものが増えると価格は上昇しました。販売面でもブライダルや葬儀など業務需要が活発とな

り、引き合いが強まりました。好調な相場により、12月前半は安定した入荷が続きました。また寒さのために開花が遅

れぎみの季節品目に代わるものとしての引き合いもありました。しかし12月の後半なると、遅れていた季節品目が揃い

始め、やや失速しました。２月には品質の良いものが入荷したものの、大きな需要もなく相場が低迷しました。3月に

入っても、気温の上昇に伴い国内産地からの入荷が増えたことも加わり、相場の低迷は続きました。スプレータイプの

カーネーションは、国内産地における生産の減少に伴い、入荷量が減少しました。また、天候の影響で必要な時期に必

要な量が揃わなかったこともありました。品種や色によっては引き合いの強いものがありますが、仏花などの需要が減

退すると下位等級品を中心に伸び悩みました。 

  
  

  
・ユリ類では、オリエンタルユリが、春から夏にかけて開花が遅れぎみであったため、産地が切り替わる時期に重複し

て出荷されるなど、やや不安定な入荷状況となりました。７月から８月にかけては前年並みの入荷量となり、お盆の需

要期を中心に専門店や花束加工業者などからの引き合いが強まりました。９月は前年に比べると少なめの入荷となりま

したが、需要には合っていたため不足感はなく、前年と同程度の単価水準で取引されました。秋にかけて寒くなると生

育が遅れる産地もみられました。特に12月は前年を大きく下回る入荷量となることもあり、年末の需要期に引き合いが

強まりました。年が明けると遅れていたものがまとまって入荷したことで、厳しい販売状況となり、その後も寒さのた

めに入荷が不安定で、産地・品種によっては高値で取引されるものもありましたが、全体的には前年を下回る低調な相

場で推移しました。テッポウユリは、夏場のお盆やお彼岸の需要期を中心に引き合いが強まりましたが、需要期が明け

ると動きが鈍り厳しい相場展開となりました。また、冬場の主力産地が生育期に台風被害を受けたため、11月から12月

にかけての入荷量は大きく減少しました。このため業務需要などを中心に引き合いが強まり、価格が上昇しました。品

薄傾向は年末まで続きましたが、年が明け、遅れていたものがまとまって入荷すると、需要期を外したことで相場は下

落、厳しい販売状況となりました。お彼岸の需要期には入荷量が前年に比べ大幅に増加したことも加わり、ますます販

売に苦戦しました。 

・アルストロメリアは、新規産地が増えたことなどもあり、年間を通してみると前年を上回る入荷量となりました。し

かし、ブライダル・葬儀・イベントや仏花、花束加工といった多岐にわたる需要によって、12月頃までは入荷量が増え

ても価格が大きく下落することはありませんでした。しかし１月以降は寒さや降雪の影響で専門店など店頭での動きも

鈍く、また業務需要も落ち込んでいることから、相場は低迷しました。お彼岸の需要期においては、気温上昇に伴い各

産地からの入荷が集中したこともあり、潤沢感によって低相場で推移しました。 

・ダリアはブライダルなどにおいて人気があり、需要が伸びている品目であるため、各産地とも生産を増やしていま

す。そのため、年間を通してみると、前年を上回る入荷量となりました。販売面から見ても、ブライダルシーズンには

注文も多く活発な取引となるなど、前年を上回る販売金額となりました。 

・季節商材では、スズランの日にあわせたスズランの販売が好調でした。前年と比べても数量、販売金額ともに大きく

伸びています。アガパンサスは、季節外れの台風により露地物を中心に被害を受け、入荷量が減少しました。クルクマ

は前年を上回る入荷量となり、販売面でも季節商材として引き合いが強く、通常期にも需要期にも活発に取引されまし

た。チューリップは、主力産地において降雪と低温に見舞われたことで、予定通りに出荷されず年末は品薄感から単価

高となりました。１月以降は遅れていたものも出荷され、入荷量は回復しましたが、小売需要が低調で全体的に安値で

推移しました。近年、人気があるラナンキュラスは、作付けの増加から入荷量も増加し、歓送迎会向けや週末の小売店

頭などで販売されました。  

  

 球根類  売上金額 千円3,920,396  （前年同期比 ％減） 3.0

   取扱数量 千本46,209  （  同   ％増） 1.1

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）
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・トルコギキョウは、生育時期の寒さにより、開花が遅れ出荷時期がずれてしまった西南暖地のものがまとまって入荷

したことに加え、夏場の主力産地である高冷地からの出荷も早々に始まったことで、春先には前年を上回る入荷量とな

りました。そのため例年に比べると価格も伸び悩みました。また、夏にかけては高温と降雨が品質面に影響を及ぼしま

した。そのため比較的夏でも日持ちの良い品目ですが、品質の低下により厳しい販売状況となりました。９月に入って

も暑さが続いたことで、秋のブライダル需要向けに作付けされたものが、予定より早く開花し出荷されました。お彼岸

が終わり需要の落ち着いたタイミングでの大量入荷となったため、価格が大幅に下落しました。10月の後半に入ると、

今度は冷え込みの影響で開花が遅れ品薄となりました。加えてブライダル需要が活発となり相場は徐々に回復しまし

た。年末にかけても国内産地は冷え込みなどから入荷量が伸び悩むも、輸入品がそれを補いました。１月以降も天候に

より国内産地からの出荷はやや不安定な面もありましたが、輸入品が潤沢でこれを補い、全体的には価格が下落しまし

た。その中でも上位等級品などには、引き合いの強いものもありました。販売面では、ブライダルや「フラワーバレン

タイン」による需要がありました。３月も国産品は依然品薄、輸入品が潤沢な入荷となり前年を大きく上回る入荷量と

なりました。しかし輸入品を中心に品質が良くないものも多く、相場を下げることになりました。 

・ガーベラは、寒さなどから春先は前年より少なめの入荷量となりました。気温の上昇とともに安定して入荷するよう

になり、母の日においては、他の品目同様引き合いが強まりました。６月以降、高温多湿となるにつれ小売需要が振る

わず、厳しい販売となりました。しかし、生産段階での工夫などもあり、夏の暑さの割には安定した品質のものを出荷

する産地もみられました。秋にかけては前年より早い時期に改植をしたこと、急激な冷え込みなどにより入荷量は伸び

悩みました。品薄の状況で、秋のブライダルシーズンを迎えたため特に11月は堅調な取引となりました。年明けは冷え

込みなどによって入荷量が前年に比べ減少しましたが、大きな需要もなく価格は伸び悩みました。３月に入ると日照

量・気温の増加によって入荷量は徐々に増加、卒業式などで使われるなどしましたが、前年ほどの価格にはならず、低

調に推移しました。 

・季節商材では、リンドウの入荷量が前年に比べて増加しました。これは産地との良好な関係構築に努め入荷を促進、

前年以上に当社への出荷シェアを獲得したことなどによります。また特に本年から早生品種を導入する産地もあり、７

月の入荷量が前年を大きく上回りました。８月９月も良好な生育状況で、前年並みの入荷量となりました。販売面で

は、お盆、お彼岸の需要期を中心に注文も多く、必要なタイミングに出荷がされたこともあり、前年並みかそれをやや

上回る価格で推移しました。ストックは、天候の影響による生育の遅れから、出荷が始まる時期が例年より遅れ、12月

までは、まとまった入荷がなかったことで活発に取引されました。年が明け、遅れていたものがまとまって入荷する

と、それまで品薄高値で推移していたために反動も大きく、大幅に値を崩しました。 

  

   
・枝物は、入荷量、販売金額ともに前年をやや下回る結果となりました。春先は震災の影響を受け入荷が落ち込んだ前

年と比較すると、本年は増加しました。しかしそれ以降は夏の猛暑、秋になっても暑い日が続いたこと、その後、急激

に寒くなったことなど天候の影響を受け、前年を下回る入荷量となる月がありました。お正月商材の松も、春先の低温

や夏の高温・水不足などにより草丈の伸びが悪いものなどがあり、産地・種類によっては入荷量が減少しました。その

ため、当社では積極的な集荷に努め、結果、前年と同程度の入荷量となりました。松同様にお正月に欠かせない商材で

ある千両は、実のつき方やボリュームなどの良い上位等級品こそ前年より多く入荷しましたが、高温・干ばつといった

天候要因に加え、疫病による立ち枯れなどがあり、生産量そのものは減少しました。全国的にも特に下位等級品が大き

く不足し、非常に引き合いの強い取引となりました。 

・葉物も前年をやや下回る入荷量、販売金額となりました。春は、国産を中心に品薄傾向だったことや、母の日の需要

による引き合いがありましたが、６月に入ると他の品目同様、需要の低迷により落ち込みました。７月から８月はほぼ

前年並みの取引となったものの、９月以降は台風の影響が残り、国内の主力産地からの出荷が減少するなどし、品目に

よっては品薄傾向となるものもありました。そのため輸入品の集荷促進に努めるなどしました。クリスマスや年末には

定番アイテムを中心に引き合いがありました。年が明けると次第に円安の影響があらわれ始め、輸入品の入荷が減少し

ました。 

 草花類  売上金額 千円6,004,106  （前年同期比 ％減） 2.0

   取扱数量 千本123,218  （  同   ％増） 3.8

 枝物・葉物  売上金額  千円3,019,531  （前年同期比 ％減） 0.2

   取扱数量 千本57,836  （  同   ％減） 2.4

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）
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・洋蘭類では、ファレノにおいて上半期は前年を上回る入荷量で推移しました。しかし、真夏や真冬の作付けが減少し

たことにより、期間全体で見ると前年並みの入荷量となりました。販売面では、期間前半の母の日や株主総会などの底

堅い需要により単価が安定して推移しました。下半期は、大輪系の少ない品種構成であったことと、12月の総選挙や各

種イベントなどにより需要が増加した事で引き合いが強まりました。震災の影響を受けた前年に比べ、小売りの購買意

欲が戻り需要期の単価が伸びたこともあり、期間を通して前年を上回る販売金額となりました。 

・花鉢類は、寒さの影響で年度当初出荷が遅れ、不安定な取引でスタートしましたが、母の日には新規のギフト販売に

取り組み、数量と販売金額を大幅に伸ばしました。夏から初秋は猛暑の影響で入荷量が減少しましたが、小売りの動き

も鈍く販売にも苦戦しました。年末の中心商材であるシクラメンは、多くが開花に遅れが見られましたが、近年需要側

の動きも遅いため需給の一致した安定した取引となりました。年明け以降は、寒さのため花鉢類全体で出荷が遅れてい

ましたが、気温が上昇した３月には、遅れていたものが一気に開花したことと、４月商材の前倒し出荷が重なり、潤沢

な入荷量となりました。しかし、相対販売を強化したことなどにより、相場を大きく崩すことなく推移しました。 

・苗物類は、５月後半まで気温が低く、野菜苗の動きが遅れました。節電対策でゴーヤ苗などが注目された前年に比

べ、特段の需要もなかったことなどから、期間前半は数量、単価ともに前年をやや下回って推移しました。秋は例年花

苗の動きが活発になりますが、残暑が長引いたため植え替え需要が遅れました。２月以降は店頭売りが順調となり野菜

苗、花苗共に需要が増加しました。  

  

 品目別売上高 

 （注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

      ２．上記の金額には、卸売業務に付帯する業務収益（第24期 110,373千円、第25期 116,219千円）は 

            含まれておりません。 

    

 鉢物        

        

 鉢物  売上金額 千円2,021,720  （前年同期比 ％増） 3.8

   取扱数量 千鉢8,468  （  同    ％減） 1.1

品目 
第24期 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日）

前年同期比 
（％） 

第25期 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

前年同期比 
（％） 

受託品（千円）  25,973,839  101.62  25,391,969  97.76

キク類（千円）  5,060,199  97.71  4,855,144  95.95

洋ラン・バラ・カーネーショ

ン（千円） 
 5,969,221  103.59  5,779,808  96.83

球根類（千円）  4,036,772  102.99  3,914,496  96.97

草花類（千円）  6,115,006  103.47  5,991,851  97.99

枝物・葉物（千円）  2,910,089  100.04  2,898,911  99.62

鉢物（千円）  1,882,549  100.09  1,951,757  103.68

買付品（千円）  291,364  101.55  329,672  113.15

キク類（千円）  83,050        110,974      

洋ラン・バラ・カーネーショ

ン（千円） 
 9,476        9,960      

球根類（千円）  6,166        5,900      

草花類（千円）  12,776        12,254      

枝物・葉物（千円）  114,891        120,619      

鉢物（千円）  65,002        69,962      

合計（千円）  26,265,203  101.62  25,721,642  97.93

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）
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次期の我が国経済の見通しは、政府の経済政策に呼応した民間の活力とアメリカ・アジア経済の浮上による日本

経済の成長、そして富裕層の更なる消費支出、一般の人のメリハリ消費により、１.５％～２.０％の成長を予想しま

す。ただ、懸念材料として、平成26年４月の消費税アップ後を見込んだ量販店の新規出店による陣取り合戦で、生鮮

品の卸売価格の下げ圧力は平成24年度と変わらないだろうと見込んでいます。 

花き業界においては、産地ではまだ収益にはあらわれませんが、施設園芸こそが日本農業の国際競争力の強さを

発揮するものだという意識から、すでに価格が上がり始めている鉢物・苗物類から生産の拡大が再度始まると考えら

れます。また、切花においても、用途が多く花持ちの良いトルコギキョウ等日本で品種改良をされた花の生産面積の

拡大が続くでしょう。 

出荷先については道州制の拠点的市場に集約され、流通は拠点市場と市場間ネットワークの市場の２極化し、一

般の市場は問屋ないし卸売センター化すると考えられます。 

当社におきましては、このような見通しの中、大田市場の仲卸、地方市場、地方市場の仲卸、専門店、量販店・

花束加工業者等のカテゴリー別、地域別に消費者が好む最適な花を集荷し扱っていただくように、ロジスティックの

能力を更に高め不要な労力をかけずに消費者に届けられるようにしていきます。このようにトータルコストを下げる

ことによって、花の卸売価格を生産者が再投資を行える価格の５％アップを目指します。 

業績見通しとしましては、売上高 千円（前年同期比 ％増）、営業利益 千円（同 ％

増）、経常利益 千円（同 ％増）、当期純利益 千円（同 ％増）と増収増益を見込んでおりま

す。 

  

 (2）財政状態に関する分析 

    ① 資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末における総資産は、前事業年度末と比較して80,447千円減少し7,008,409千円となりました。その主

な内訳は資産につきましては、現金及び預金の増加338,048千円、売掛金の減少359,117千円であります。  

 負債につきましては前事業年度末と比較して166,111千円減少し2,457,587千円となりました。その主な内訳は受託

販売未払金の減少130,153千円であります。 

 純資産につきましては前事業年度末と比較して85,663千円増加し4,550,822千円となりました。その主な内訳は剰

余金の配当により61,094千円減少し、当期純利益の計上により147,597千円増加したことによるものです。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末より361,951千円減少し、

2,348,905千円となっております。 

 当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果増加した資金は、485,481千円（前年同期は406,678千円の増加）となりました。主な増加要因

は、売上債権の減少360,818千円、税引前当期純利益262,254千円によるものです。また、主な減少要因は、仕入債

務の減少130,341千円、法人税等の支払額178,709千円によるものです。 

  

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は、768,507千円（前年同期は143,376千円の減少）となりました。主な要因は、定

期預金の預入による支出1,300,000千円、定期預金の払戻による収入600,000千円によるものです。 

  

  （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果減少した資金は、78,925千円（前年同期は25,860千円の増加）となりました。主な要因は、配当

金の支払額61,237千円及びリース債務の返済による支出16,848千円によるものです。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社の利益配分に対する考えは、株主価値を重視した経営方針の重要課題の１つと考え、株主の皆様が長期的かつ

安定して保有していただくために、安定した配当を継続的に行っていきたいと考えております。そのうえで事業年度

の収益状況や今後の見通し、配当性向、キャッシュ・フローを勘案して適切な配当を実施してまいります。 

 併せて企業体質の強化ならびに競争力を増強するための戦略的投資に備えるため内部留保金を継続して確保してま

いります。剰余金の配当等の決定機関は取締役会であります。 

 なお、当期の剰余金の配当につきまして、１株当たり普通配当を１２円と予定しており、次期につきましても同水

準の配当を予定しております。 

  

28,130,000 8.9 362,000 60.6

389,847 48.7 235,857 59.8
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(4）事業等のリスク 

 当社の経営成績、財政状態及び株価等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 1. 当社を取り巻く経済環境 

 花きは嗜好性が高い商品なので少子化や、予想されている高齢化社会に対し、どのような影響をうけるか具体的に

予測できない面があります。２００６年をピークに人口が減少していく社会に突入し、年金制度等高齢化社会におけ

る不安要素が、花きの需要層の中心である中高年層の消費意欲に影響し、ひいては当社の業績及び財務状況に影響を

及ぼす可能性があります。 

 2. 天候による影響 

 花きの商品価値は供給・需要双方で天候の影響を受けます。供給側では生産段階から花店が一般の消費者へ販売す

る時点まで品質・物の良し悪しに影響し、需要側では、購入時点における嗜好に影響いたします。したがって、温暖

化も含め天候により供給と需要のバランスがくずれ取引量や取引価額に影響する場合には、当社の業績及び財務状況

に影響を及ぼす可能性があります。 

 3. 債権回収リスク 

 花きは“フレッシュ”であることが求められ、在庫期間が短いという商品特性があるため、他の業界に比べ取引約

定が短いものとなっております。したがって花店の経営においては、花きの売れ行き次第で在庫リスクが直ちに損失

として実現する可能性があります。これにより花店の経営・資金繰りが悪化し、当社への支払の遅延となり、結果、

当社の債権に対する貸倒引当金の計上が必要となる場合には、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があり

す。 

 4. 法的規制について 

 当社は、東京都が開設した東京都中央卸売市場の大田市場において花き卸売業を営んでおりますが、当業界は生鮮

食料品等の取引の適正化等を目的としました「卸売市場法（昭和46年法律第35号）」及び卸売市場法に基づく「東京

都中央卸売市場条例・同施行規則」その他関係諸法令による規制の対象になっております。 

  

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）

－8－



 当社（株式会社大田花き）は、当社、子会社２社、関連会社３社及びその他の関係会社１社により構成されており 

ます。子会社２社及び関連会社３社につきましては、資産、売上等から見て、当社企業集団の財政状態及び経営成績 

に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表の作成は行っておりません。 

 当社、子会社、関連会社及びその他の関係会社の事業内容は以下のとおりであります。  

 当社の状況を事業系統図によって示すと次のとおりであります。  

 

(注）１．仲卸業者：開設者（東京都）の許可を受けた者で、市場内に店舗をもち、卸売業者から買受けた物品を仕  

         分けし、調整して買出人に販売する業務を行う者であります。 

     ２．売買参加者：開設者（東京都）の承認を受けて、卸売業者の行う卸売に直接参加して、物品を買受けるこ 

         とができる小売業者や大口需要者であります。 

２．企業集団の状況

主な事業内容 会社名 

花き卸売事業 当社 

シンクタンク  株式会社大田花き花の生活研究所 （子会社） 

花き卸売・問屋業 株式会社九州大田花き （子会社） 

種苗・花き小売業 株式会社ディーオーシー （関連会社） 

倉庫賃貸業 花き施設整備有限会社 （関連会社） 

花き・関連資材問屋業 株式会社とうほくフラワーサポート （関連会社） 

有価証券の管理業、 

経営コンサルティング業等 
株式会社大森園芸ホールディングス （その他の関係会社） 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社は「緑豊かな美しい日本」に住む「富国有徳」の実現を目指す日本の企業として「事業を通して暮らしに潤い

を提供し、豊かな社会文化を創造」すべく努力を積み重ねております。花のビジネスは、成熟国家日本の「くらし向

き」を考えると今後とも拡大の可能性を秘めています。そこで当社は、卸売会社としての主要な機能である①情報流

②商流③物流④資金流のそれぞれの機能を向上することに努めております。そしてこれらが事業を持続的に発展さ

せ、中長期的に企業価値を高めることができると考えております。 

① 情報流 価格形成力のある拠点的な花の取引所として、業界をリードする相場の形成に努めます。 

② 商流  物販50％、サービス50％に基づき「せり」「相対」の相乗を図り、生・配・販（サプライチェーン）

の取組を強化します。 

③ 物流  よりきめの細かいサービスの実現を目指し、取引先の利便性を高めてまいります。 

④ 資金流 社会的役割のもと資金の効率活用を目指し、信頼される健全企業であることに努めます。 

(2）目標とする経営指標 

  当社は経営戦略の遂行にあたりまして４つの経営指標を全社の目標として設定しております。 

  ① ＣＲＯＡ【（経常利益＋減価償却費）／総資産】 

  ② 総資本経常利益率 

  ③ 自己資本比率 

  ④ 売上高経常利益率 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略  

    当社は収益力の基盤づくりと確保そして健全な財務体質の維持を目標に経営に取組んでまいります。そのために 

 も個々の取引ごとの事業の強化を図るとともに長年にわたり蓄積してきましたノウハウ、経験を活かし事業の多様化

 を推し進めてまいります。 

  ① 日本最大の花きの取引所ビジネス 

  ② せり以外の花きビジネス 

  ③ サプライチェーンを通じて関係各社との相乗効果ビジネス   

  

(4）会社の対処すべき課題 

  花き業界におきまして２００９年４月から始った卸売市場制度の規制緩和から、より一層優勝劣敗の傾向が強まっ

ております。そこで卸売会社としましても利益率の向上、収入の多角化策そしてグローバル化に向けた準備を行う必

要があります。また前倒しでの業界の構造改革、再編をすすんでやる必要があります。これらに備えるべく資金の確

保が重要になってまいります。 

 さらに消費活動を牽引することを実現するための取組みも行なってまいります。これらを実現するためにも一層の

コーポレート・ガバナンスを徹底し同時に品質、情報、流通の管理ビジョン「確実なパスワーク」を明確にし、経営

機能を強化してまいります。  

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

  特にありません。 

  

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,710,857 3,048,905

売掛金 2,047,390 1,688,272

前渡金 53 61

前払費用 6,422 6,589

繰延税金資産 24,081 20,151

短期貸付金 ※  109,666 ※  49,642

その他 2,253 3,020

貸倒引当金 △2,305 △1,879

流動資産合計 4,898,420 4,814,764

固定資産   

有形固定資産   

建物 612,883 614,783

減価償却累計額 △462,078 △475,129

建物（純額） 150,805 139,653

構築物 39,419 39,419

減価償却累計額 △38,078 △38,424

構築物（純額） 1,340 994

機械及び装置 8,725 8,725

減価償却累計額 △8,214 △8,289

機械及び装置（純額） 510 436

車両運搬具 4,644 4,055

減価償却累計額 △4,581 △4,045

車両運搬具（純額） 63 9

工具、器具及び備品 1,717,502 1,637,497

減価償却累計額 △1,531,030 △1,421,737

工具、器具及び備品（純額） 186,472 215,759

土地 87,752 87,752

リース資産 75,648 90,876

減価償却累計額 △31,167 △42,316

リース資産（純額） 44,480 48,559

有形固定資産合計 471,424 493,165

無形固定資産   

ソフトウエア 224,078 186,368

電話加入権 4,265 4,265

無形固定資産合計 228,344 190,634

投資その他の資産   

投資有価証券 200,000 200,000

関係会社株式 603,735 603,735

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）

－11－



（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

出資金 600 600

長期貸付金 174,264 183,422

関係会社長期貸付金 1,840 －

破産更生債権等 8,517 6,891

長期前払費用 168,181 145,769

繰延税金資産 56,993 70,298

開設者預託保証金 8,000 8,000

保険積立金 300,042 320,909

その他 14,510 14,609

貸倒引当金 △8,417 △6,791

投資損失引当金 △37,600 △37,600

投資その他の資産合計 1,490,667 1,509,845

固定資産合計 2,190,436 2,193,644

資産合計 7,088,856 7,008,409

負債の部   

流動負債   

受託販売未払金 1,728,752 1,598,598

買掛金 32,635 30,256

リース債務 15,589 17,736

未払金 61,501 41,684

未払費用 71,296 70,408

未払法人税等 97,627 42,135

未払消費税等 8,916 18,653

前受金 2,097 808

預り金 49,041 47,949

前受収益 142 267

賞与引当金 25,822 23,879

その他 1,802 1,576

流動負債合計 2,095,223 1,893,953

固定負債   

退職給付引当金 189,802 223,942

預り保証金 198,230 196,930

リース債務 31,070 33,389

長期未払金 109,371 109,371

固定負債合計 528,474 563,633

負債合計 2,623,698 2,457,587
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当事業年度 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 551,500 551,500

資本剰余金   

資本準備金 389,450 389,450

その他資本剰余金 13,416 13,416

資本剰余金合計 402,866 402,866

利益剰余金   

利益準備金 30,125 30,125

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 25,187 20,873

別途積立金 3,575,000 3,675,000

繰越利益剰余金 227,961 218,778

利益剰余金合計 3,858,274 3,944,777

自己株式 △347,482 △348,321

株主資本合計 4,465,158 4,550,822

純資産合計 4,465,158 4,550,822

負債純資産合計 7,088,856 7,008,409
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高   

受託品売上高 ※1  25,973,839 ※1  25,391,969

買付品売上高 291,364 329,672

付帯業務料 110,373 116,219

売上高合計 26,375,576 25,837,861

売上原価   

受託品売上原価 23,506,316 22,979,724

買付品売上原価 277,643 313,953

売上原価合計 23,783,960 23,293,677

売上総利益 2,591,616 2,544,184

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,124,659 1,119,569

賞与引当金繰入額 25,822 23,879

退職給付費用 55,707 63,467

福利厚生費 161,432 162,886

派遣料 82,250 81,214

売上高割使用料 ※2  65,663 ※2  64,304

面積割使用料 ※3  82,724 ※3  82,724

出荷奨励金 ※4  36,723 ※4  32,753

減価償却費 152,531 172,287

地代家賃 117,012 115,724

貸倒引当金繰入額 5,830 －

その他 391,674 399,905

販売費及び一般管理費合計 2,302,031 2,318,715

営業利益 289,584 225,468

営業外収益   

受取利息 4,838 5,853

受取配当金 ※5  10,500 ※5  10,500

その他 16,668 20,761

営業外収益合計 32,007 37,114

営業外費用   

固定資産除却損 － 329

営業外費用合計 － 329

経常利益 321,592 262,254

特別損失   

固定資産除却損 ※6  6,974 －

災害による損失 2 －

特別損失合計 6,977 －

税引前当期純利益 314,615 262,254

法人税、住民税及び事業税 149,919 124,031
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

法人税等調整額 △9,613 △9,374

法人税等合計 140,306 114,656

当期純利益 174,308 147,597
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 551,500 551,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 551,500 551,500

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 389,450 389,450

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 389,450 389,450

その他資本剰余金   

当期首残高 11,737 13,416

当期変動額   

自己株式の処分 1,679 －

当期変動額合計 1,679 －

当期末残高 13,416 13,416

資本剰余金合計   

当期首残高 401,187 402,866

当期変動額   

自己株式の処分 1,679 －

当期変動額合計 1,679 －

当期末残高 402,866 402,866

利益剰余金   

利益準備金   

当期首残高 30,125 30,125

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 30,125 30,125

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

当期首残高 28,628 25,187

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の積立 1,569 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △5,009 △4,314

当期変動額合計 △3,440 △4,314

当期末残高 25,187 20,873

別途積立金   

当期首残高 3,470,000 3,575,000

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当期変動額   

別途積立金の積立 105,000 100,000

当期変動額合計 105,000 100,000

当期末残高 3,575,000 3,675,000

繰越利益剰余金   

当期首残高 205,074 227,961

当期変動額   

剰余金の配当 △49,862 △61,094

固定資産圧縮積立金の積立 △1,569 －

固定資産圧縮積立金の取崩 5,009 4,314

別途積立金の積立 △105,000 △100,000

当期純利益 174,308 147,597

当期変動額合計 22,887 △9,182

当期末残高 227,961 218,778

利益剰余金合計   

当期首残高 3,733,827 3,858,274

当期変動額   

剰余金の配当 △49,862 △61,094

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 174,308 147,597

当期変動額合計 124,446 86,503

当期末残高 3,858,274 3,944,777

自己株式   

当期首残高 △436,733 △347,482

当期変動額   

自己株式の取得 － △839

自己株式の処分 89,250 －

当期変動額合計 89,250 △839

当期末残高 △347,482 △348,321

株主資本合計   

当期首残高 4,249,781 4,465,158

当期変動額   

剰余金の配当 △49,862 △61,094

当期純利益 174,308 147,597

自己株式の取得 － △839

自己株式の処分 90,930 －

当期変動額合計 215,376 85,663

当期末残高 4,465,158 4,550,822

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

純資産合計   

当期首残高 4,249,781 4,465,158

当期変動額   

剰余金の配当 △49,862 △61,094

当期純利益 174,308 147,597

自己株式の取得 － △839

自己株式の処分 90,930 －

当期変動額合計 215,376 85,663

当期末残高 4,465,158 4,550,822

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 314,615 262,254

減価償却費 152,531 172,287

賞与引当金の増減額（△は減少） △4,188 △1,943

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,939 34,140

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,830 △2,052

受取利息及び受取配当金 △15,338 △16,353

固定資産除却損 6,974 329

有形固定資産売却損益（△は益） － △8

売上債権の増減額（△は増加） △943,719 360,818

仕入債務の増減額（△は減少） 929,048 △130,341

未収入金の増減額（△は増加） － 23

未払費用の増減額（△は減少） 17,828 △887

未払金の増減額（△は減少） △5,943 △14,102

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,523 9,736

その他 10,106 △25,743

小計 490,161 648,157

利息及び配当金の受取額 15,538 16,032

法人税等の支払額 △99,021 △178,709

営業活動によるキャッシュ・フロー 406,678 485,481

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △200,000 △1,300,000

定期預金の払戻による収入 300,000 600,000

有価証券の売却による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △57,561 △93,784

無形固定資産の取得による支出 △196,586 △25,039

有形固定資産の売却による収入 － 50

貸付けによる支出 △138,000 △20,000

貸付金の回収による収入 109,770 149,506

関係会社貸付けによる支出 △60,000 △79,000

その他 △1,000 △240

投資活動によるキャッシュ・フロー △143,376 △768,507

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △839

自己株式の処分による収入 90,930 －

配当金の支払額 △49,718 △61,237

リース債務の返済による支出 △15,350 △16,848

財務活動によるキャッシュ・フロー 25,860 △78,925

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 289,162 △361,951

現金及び現金同等物の期首残高 2,421,694 ※  2,710,857

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高 ※  2,710,857 ※  2,348,905

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）
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 該当事項はありません。 

  

 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）を採用しております。 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採用しております。 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産（リース資産を除く） 

  定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については定額法を採用しておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        ５～47年 

構築物       10～20年 

機械及び装置      12年 

車両運搬具     ４～５年 

工具、器具及び備品 ３～20年  

 また、取得価額が 千円以上 千円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却しておりま

す。   

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

 自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づき均等償却しております。 

(3）リース資産 

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(4）長期前払費用 

  定額法 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態の実情を勘案して必要額を計上しておりま

す。 

(3）賞与引当金  

 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度における自己都合退職による期末要支給額を計上しております。

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、短期的な投資からなっております。 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

(5）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（重要な会計方針）

100 200
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）  

 当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ2,636

千円増加しております。 

  

※関係会社に対する資産 

   関係会社に係るものが次のとおり含まれております。 

  

※１．受託品売上原価 

受託品売上原価は受託品売上高より東京都中央卸売市場条例による卸売手数料を控除したものでありま

す。 

  

※２．売上高割使用料 

東京都中央卸売市場条例に基づいて東京都から賃借している市場施設使用料で、卸売金額に応じて支払額

が決定されるものであります。 

  

※３．面積割使用料 

東京都中央卸売市場条例に基づいて東京都から賃借している市場施設使用料で、その使用面積に応じて支

払額が決定されるものであります。 

  

※４．出荷奨励金 

委託出荷者に対する出荷奨励のための交付金であります。 

  

※５．関係会社との取引 

関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

  

 なお、上記以外の関係会社に対する営業外収益の合計額が営業外収益の総額の100分の10を超えてお

り、その金額は、前事業年度（自 平成23年４月１日至 平成24年３月31日）7,710千円、当事業年度

（自 平成24年４月１日至 平成25年３月31日）7,048千円であります。 

  

※６．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。  

  

（会計方針の変更）

（貸借対照表関係）

前事業年度 

（平成24年３月31日） 

当事業年度 

（平成25年３月31日） 

短期貸付金 千円96,111 千円38,800

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日）  

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日）  

関係会社よりの受取配当金 千円7,500 千円7,500

  
 前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

工具、器具及び備品 千円6,974  －

計 千円6,974  －

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）

－22－



前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の減少株式数は、平成24年２月14日開催の執行役会決議により、平成24年３月２日に

第三者割当による自己株式の処分を実施したことによるものであります。 

     

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  5,500,000  ―  ―  5,500,000

合計  5,500,000  ―  ―  5,500,000

自己株式         

普通株式（注）  513,799  ―  105,000  408,799

合計  513,799  ―  105,000  408,799

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年５月27日 

取締役会 
普通株式  49,862  10 平成23年３月31日 平成23年６月27日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年５月25日

取締役会 
普通株式  61,094 利益剰余金   12 平成24年３月31日 平成24年６月25日

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）
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当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）当事業年度の自己株式の増加株式数は、端株買取請求によって取得したものであります。 

     

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 次のように決議を予定しております。  

  

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

 該当事項はありません。 

  

  
当事業年度期首株
式数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  5,500,000  ―  ―  5,500,000

合計  5,500,000  ―  ―  5,500,000

自己株式         

普通株式（注）  408,799  977  ―  409,776

合計  408,799  977  ―  409,776

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年５月25日 

取締役会 
普通株式  61,094  12 平成24年３月31日 平成24年６月25日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年５月24日

取締役会 
普通株式  61,082 利益剰余金   12 平成25年３月31日 平成25年６月24日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日）  

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日）  

現金及び預金勘定 千円2,710,857 千円3,048,905

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － 千円△700,000

現金及び現金同等物 千円2,710,857 千円2,348,905

（リース取引関係）
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 １．金融商品の状況に関する事項 

  (1）金融商品に対する取組方針 

当社は借入・社債発行等は行なっておりません。余剰資金の運用については、預金又は安全性の高い

債券等に限定して運用しております。 

また、投資の判断は安全性（元金や利子の支払に対する確実性）、流動性（換金の制限や換金の容易

性）、収益性（利息、配当等の収益）を考慮して行なっております。 

(2）金融商品の内容及びそのリスク 

売掛金は事業活動から生じた営業債権であり顧客の信用リスクが存在します。受託販売未払金は事

業活動から生じた営業債務であり、全て40日以内に支払期日が到来します。 

(3）金融商品に係るリスク管理体制 

・信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク） 

売掛金については与信管理規程に従い管理本部財務ティームで債権回収の期日管理を行い、回収懸

念の早期把握に努めております。   

  

 ２．金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。 

  

前事業年度（平成24年３月31日）  

  

  

当事業年度（平成25年３月31日）  

(注)１．金融商品の時価の算定方法 

上記はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品      

（単位：千円）

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため記載しておりま

せん。 

（金融商品関係）

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)現金及び預金  2,710,857  2,710,857  －

(2)売掛金  2,047,390  2,047,390  －

 資産計  4,758,247  4,758,247  －

(1)受託販売未払金  1,728,752  1,728,752  －

 負債計  1,728,752  1,728,752  －

  
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1)現金及び預金  3,048,905  3,048,905  －

(2)売掛金  1,688,272  1,688,272  －

 資産計  4,737,178  4,737,178  －

(1)受託販売未払金  1,598,598  1,598,598  －

 負債計  1,598,598  1,598,598  －

区分 
前事業年度 

（平成24年３月31日） 

当事業年度 

（平成25年３月31日） 

  関係会社株式  603,735  603,735
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３．金銭債権の決算日後の償還予定額  

  前事業年度（平成24年３月31日） 

  

  当事業年度（平成25年３月31日） 

  

１．満期保有目的債券 

 該当事項はありません。  

  

２．子会社株式及び関連会社株式  

 子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式72,000千円、関連会社株式531,735

千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式72,000千円、関連会社株式531,735千円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

３．その他有価証券 

 非上場株式(当事業年度の貸借対照表計上額は200,000千円、前事業年度の貸借対照表計上額は200,000千円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  １年以内（千円） １年超（千円） 

(1)現金及び預金   2,710,857  －

(2)売掛金   2,047,390  －

合計  4,758,247  －

  １年以内（千円） １年超（千円） 

(1)現金及び預金   3,048,905  －

(2)売掛金   1,688,272  －

合計  4,737,178  －

（有価証券関係）
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 該当事項はありません。 

   

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は従来、確定給付型の制度として、退職一時金制度および適格退職年金制度を設けておりましたが、 

平成19年３月に適格退職年金制度を確定拠出年金制度へ移行いたしました。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

（注） 当社は退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

     （注） 当社は退職給付費用の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

  前事業年度
（平成24年３月31日） 

当事業年度 
（平成25年３月31日） 

  (1)退職給付債務（千円） △  189,802 △  223,942

  (2)未積立退職給付債務（千円） △  189,802 △  223,942

  (3)退職給付引当金（千円） △  189,802 △  223,942

  
前事業年度

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

 退職給付費用（千円）  55,707  63,467

 (1)勤務費用（千円）  29,533  35,233

 (2)確定拠出年金への掛金支払額（千円）  26,174  28,234

（ストック・オプション等関係）
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  
  

   
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

  

（税効果会計関係）

  前事業年度 
（平成24年３月31日）

 当事業年度 
（平成25年３月31日） 

（１）流動の部  
（繰延税金資産）  
賞与引当金  千円9,812   千円9,074
未払事業税  8,123   4,699
未払費用  1,275   1,179
前払金（監査報酬）  3,997   3,522
その他  873   1,676

  合計  24,081   20,151
繰延税金資産の純額  24,081   20,151

  前事業年度 
（平成24年３月31日）

 当事業年度 
（平成25年３月31日） 

（２）固定の部  
（繰延税金資産）  
長期未払金（役員退職慰労金）  千円38,936   千円38,936
退職給付引当金損金算入限度超過額  67,569   79,723
貸倒引当金損金算入限度超過額  3,997   2,504
投資有価証券評価損  1,067   1,067
投資損失引当金  13,385   13,385
その他  2,137   6,515

  小計  127,094   142,133
評価性引当額  △55,527   △59,905
  合計  71,567   82,227
（繰延税金負債）      
固定資産圧縮積立金  △14,573   △11,929
  合計  △14,573   △11,929
繰延税金資産の純額  56,993   70,298

  前事業年度 
（平成24年３月31日）

 当事業年度 
（平成25年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.6  ％ 38.0
（調整）      
交際費等永久に損金に算入されない項目  1.3   1.4
受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △1.2   △1.3
住民税均等割  0.2   0.2
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  3.2   －
修正申告による影響  －   4.0
その他  0.5   1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率  44.6   43.7
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（注）１．投資損失引当金37,600千円を直接控除しております。  

（注）２．関連会社のうち1社は、決算期を変更したため、当該関連会社は、平成23年1月～平成24年3月までの15ヶ月  

     が対象となります。   

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

   

 該当事項はありません。 

   

（持分法損益等）

  
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

関連会社に対する投資の金額 （注）１    千円 494,135 （注）１    千円 494,135

持分法を適用した場合の投資の金額 （注）２    497,621    509,266

持分法を適用した場合の投資利益の金額 （注）２     14,473    18,952

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）

（株）大田花き（7555）平成25年3月期決算短信〔日本基準〕（非連結）

－29－



 前事業年度（自平成23年４月１日  至平成24年３月31日）及び当事業年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31

日） 

  当社は、花き卸売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

   

前事業年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

関連当事者との取引  

（1）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等  

上記金額には消費税等は含まれておりません。  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）当社より提示した金額を基礎として毎期交渉の上決定しております。 

     

（２）財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

取引金額には消費税等を含まず、残高には消費税等を含んで表示しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）一般取引先と同様であります。 

  

（セグメント情報等）

セグメント情報

（関連当事者情報）

種類 
会社等の名称又

は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

  

関連当事者との
関係 

取引の
内容 

取引金額 
（千円） 科 目 

期末
残高 
(千円) 

役員の
兼任等 

事業上の
関係 

子会社 
株式会社 

大田花き 

花の生活研究所 

東京都 

大田区 
 25,000
シンクタ

ンク 

（所有） 

直接100.0 
2名 調査委託

情報機器

使用料 

（注）1 

 3,330 ― ― 

種類 
会社等の名称又

は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者との
関係 

取引の
内容 

取引金額 
（千円） 科 目 

期末
残高 
(千円) 

役員の
兼任等 

事業上の
関係 

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

有して

いる会

社 

株式会社 

大森花卉 

東京都 

大田区 
 10,000 生花仲卸

（被所有） 

直接0.3 
なし 

当社取

扱商品

の販売 

受託品等

の販売

（注） 

 2,908,699 売掛金 249,350
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当事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日） 

関連当事者との取引 

（1）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等  

上記金額には消費税等は含まれておりません。  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 貸付金の金利につきましては、市場金利利率等を参考にした利率としております。 

  

（２）財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

取引金額には消費税等を含まず、残高には消費税等を含んで表示しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）一般取引先と同様であります。  

種類 
会社等の名称又

は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者との
関係 

取引の
内容 

取引金額 
（千円） 科 目 

期末
残高 
(千円) 

役員の
兼任等 

事業上の
関係 

関連会社 

  
株式会社 

ディーオーシー 

東京都 

千代田区 

 

  

20,000 種苗・花

き小売業

（所有） 

直接38.9 
なし 

当社取扱

商品の販

売 

資金の 

返済 
 77,287

短期 

貸付金 
33,800

利息の受

取(注) 
 696 未収収益 138

種類 
会社等の名称又

は氏名 
所在地 

資本金又

は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関連当事者との
関係 

取引の
内容 

取引金額 
（千円） 科 目 

期末
残高 
(千円) 

役員の
兼任等 

事業上の
関係 

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

有して

いる会

社 

株式会社 

大森花卉 

東京都 

大田区 
 10,000 生花仲卸

（被所有） 

直接0.3 
なし 

当社取

扱商品

の販売 

受託品等

の販売

（注） 

 2,854,638 売掛金 203,309
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 （注）  １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

（1）役員の異動 

 該当事項はありません。 

  

（2）その他 

 該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額                円 877.03                円 894.03

１株当たり当期純利益              円 34.90              円 28.99

  潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

  
前事業年度 

(自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成24年４月１日 
至 平成25年３月31日) 

当期純利益（千円）  174,308  147,597

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  174,308  147,597

期中平均株式数（千株）  4,994  5,090

（重要な後発事象）

５．その他
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